
 

 

井 介 護  第 ７ ９ 号 

平 成 ２６年 ３月 １８日 

 

市内指定地域密着型サービス事業者代表者 様 

 

井原市長 瀧本 豊文 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

介護保険法に基づき条例で規定された指定地域密着型サービス及び 

指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について（通知） 

 

介護保険法（平成９年法律第123号、以下「法」という。）第７８条の２第１項、第４項第１号、第７８

条の４第１項、第２項の規定に基づき、「井原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準を定める条例（平成２４年井原市条例第３７号。）」（以下「条例」という。）並びに法第１１

５条の１２第２項第１号及び第１１５条の１４第１項、第２項の規定に基づき、「井原市指定地域密着型

介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２４年井原市条例第３８号。）」（以

下「予防条例」という。）を、平成２５年４月１日から施行しているところです。 

条例及び予防条例の内容は基本的に「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）」（以下「基準」という。）及び「指定地域密着型介護予防

サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第36号）」（以下「予防基準」という。）

に準じていますが、本市が独自に定めた基準も含まれており、次のとおり留意事項を取りまとめ通知し

ますので、その運用にあたり適切に対応していただくようよろしくお願いします。 

 

記 

 

１ 本市が独自に定めた基準以外の基準についての運用 

「井原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例及び井

原市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例に規定する市長

が定める研修（平成２５年井原市告示第７号）」、「居住及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に

関する指針（平成２５年井原市告示第８号）」、「市長の定める入所者が選定する特別な居室等の提供に

係る基準等（平成２５年井原市告示第９号）」、「市長が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の

対処等に関する手順（井原市告示第10号）」及び２に定めるもののほか、「条例」及び「予防条例」の運

用にあたっては、「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準に

ついて（平成１８年３月３１日付け老計発第0331004号・老振発第０３３１００４号・老老発第0331017号）」

（以下「基準省令解釈通知」という。）並びにその他厚生労働省から発出された各種通知及びQ&Aにお

いて示されている内容を準用するものとします。 

なお、基準省令解釈中「基準」は別表１により「条例」の条文に読み替え、「予防基準」は別表２により

「予防条例」の条文に読み替えるものとします。 

 

２ 本市が独自に定めた基準についての運用 

「条例」及び「予防条例」において、本市が独自に定めた基準については、別紙のとおり運用上の

留意事項を定めたので、指定地域密着型（介護予防）サービス事業所は、別紙の留意事項を十分

に確認のうえ、適正に事業を運営してください。 

 



- 1 - 

 

（別紙） 

一 地域密着型サービス 

１ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

(1) 具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用（条例第２４条第２項） 

成年後見制度は、認知症、障害等により判断能力が不十分な状態にある方を法律的な面で

保護し、支援するための制度である。指定地域密着型サービス事業者は、適正な契約手続等

を行うために成年後見制度の活用が必要であると認められる場合（入所者自身では、各種契

約、不動産・預貯金等の財産の管理等が困難であり、入所者を法律的に支援する必要がある

等）は、地域包括支援センター等相談窓口を利用者に紹介する等関係機関と連携し、利用者

が成年後見制度を活用することができるよう配慮しなければならないものとする。 

(2) 運営規程（条例第３１条） 

運営規程に定める項目に「事故発生時における対応方法」、「苦情及び相談の受付及び対

応に関すること。」及び「個人情報の保護（秘密保持）に関すること。」を追加することと

する。 

これは、運営規程が、サービス利用時の条件や留意事項等を利用者等に対しあらかじめ示

すもので、事業所の選択時には欠くことのできない重要な情報の一つであることを考慮し、

記載項目をより明確にし、事業者と利用者等の認識の相違を防止し、利用者の権利を擁護す

るため特に重要な事項を運営規程に追加し定めることとするものである。  

なお、経過措置として、平成２６年３月３１日までは従前のとおりとすることも可能であ

る。 

(3)  勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修（条例第３２条第５項） 

従業者の資質向上のために計画的に確保するものとされている研修に、高齢者の尊厳を守

り、高齢者及び家族等が共に健やかな暮らしを送れるよう高齢者の人権や虐待防止の内容等

を含む研修を行うことを義務付けるものである。 

事業者は、実施にあたっては、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律（平成17年法律第124号）の趣旨及び内容を十分に踏まえた研修内容となるようにし

なければならない。 

(4) 記録の整備に規定する保存年限（条例第４２条第２項） 

条例に掲げられた各種の記録については、完結の日から５年間保存をしなければならない

としたものである。完結の日とは、利用者との契約の終了日ではなく、それぞれの書類ごと

に、その書類を使わなくなった日とする。利用者との契約が継続している間において、当該

利用者に関する全ての記録を保存することを求めるものではない。 

事業者においては、保存業務の煩雑さを避ける観点から、それぞれの記録の所属する年度

（目標期間が設けられているものについては、その期間の満了日の所属する年度）の終了後、

５年間保存する等、適正な運用を図るものとする。 

なお、他の法令等により、５年間以上の保管期間が義務付けられているものについては、

それぞれの規定に従う必要がある。 

また、基準省令解釈通知第三の一の４の(11)の②、(16)の⑥、(25)の②、(26)の②及び(27)

の「２年間」は、条例の規定に従い、「５年間」とする。 

２ 夜間対応型訪問介護 

(1) 具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用（条例第５１条第２項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(1)を参
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照のこと。 

(2) 運営規程（条例第５５条） 

運営規程に定める項目に「事故発生時における対応方法」、「苦情及び相談の受付及び対

応に関すること。」及び「個人情報の保護（秘密保持）に関すること。」を追加することと

する。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるので一の１の(2)を参

照のこと。 

(3) 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修（条例第５６条第５項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(3)を参

照のこと。 

(4)記録の整備に規定する保存年限（条例第５８条第２項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(4)を参

照のこと。 

また、基準省令解釈通知第三の二の４の(2)の④、(8)で準用する第三の一の４の(11)の②、 

(25)の②、及び(27)の「２年間」は、条例の規定に従い、「５年間」とする。 

３ 認知症対応型通所介護 

(1) 具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用（条例第７０条第２項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(1)を参

照のこと。 

(2) 運営規程（条例第７３条） 

運営規程に定める項目に「事故発生時における対応方法」、「苦情及び相談の受付及び対

応に関すること。」及び「個人情報の保護（秘密保持）に関すること。」を追加することと

する。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるので一の１の(2)を参

照のこと。 

(3) 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修（条例第７４条第４項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(3)を参

照のこと。 

(4) 非常災害対策（条例第７６条第１項・第２項） 

事業者は、非常災害に対して必要な具体的計画の策定、関係機関への通報及び連携体制の

整備、避難・救出訓練の実施等の対策に万全を期し、非常災害対策が実効性の高いものとし

なければならないこととしたものである。 

① 事業者は、利用者の状態や当該事業所が所在する地域の地理的実情（土砂災害警戒区域

であるか等）を踏まえ、想定される災害の種類（水害・土砂災害・地震・火災等）ごとに、

その規模（当該事業所の所在市町村全体・所在地域・当該事業所・当該事業所の一部分か等）

及び被害の程度（ライフラインが１週間程度で復旧される場合、事業所内給食施設は１ヶ月

程度使用不能である場合等）に応じた実効性のある具体的な計画（消防法施行規則（昭和36

年自治省令第６号）第３条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む）及び風水害、地

震等の災害に対処するための計画）を立てなければならない。 

なお、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は、消防法（昭和23年法律第186

号）第８条の規定により防火管理者を置くこととされている事業所にあってはその者に行

わせるものとする。また、防火管理者を置かなくてもよいこととされている事業所におい
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ても、防火管理について責任者を定め、その者に消防計画に準ずる計画の樹立等の業務を

行わせるものとする。 

また、非常災害時には、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう従業者に周

知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避

難等に協力してもらえるような体制作りに努め、全ての従業者がその内容を熟知し、実行

できるようにしなければならない。 

② ①の計画に従い、避難又は救出に係る訓練等必要な訓練を定期的に行わなければならな

いこと。その場合、実際に非常災害が発生した場合に対応できるような実効性の高いものと

しなければならない。 

③ 事業者は、非常災害時にその利用者の安全の確保が図られるように、事前に市町村や地

域住民のほか、医療や福祉に関わる他の事業所等と相互に支援・協力を行うための連携体制

の整備に努めることを求めるものである。 

なお、経過措置として、平成２６年３月３１日までは従前のとおりとすることも可能であ

る。 

(5) 衛生管理等に規定する措置（条例第７７条第２項） 

利用者が集合し、また、食事や入浴のサービスを行う事業所については、衛生管理に関す

る具体的な必要措置として、感染症、食中毒の予防・まん延防止のためのマニュアルの整備、

従業者に対する定期的な研修の実施に努めることを求めるものである。 

(6) 記録の整備に規定する保存年限（条例第７９条第２項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(4)を参

照のこと。 

また、基準省令解釈通知第三の三の３の(3)の⑤、(10)において準用する第三の一の４の

(11)の②、(25)の②及び(27)の「２年間」は、条例の規定に従い、「５年間」とする。 

４ 小規模多機能型居宅介護 

(1) 設備及び備品等に規定する洗面設備及び便所（条例第８６条第１項・第２項） 

利用者が宿泊する小規模多機能型居宅介護事業所について、利用者の処遇向上のため、洗

面設備、便所の設置を明記し、浴室、洗面設備及び便所の仕様について高齢者が使用するの

に適したものとするよう求めるものである。 

便所等の面積又は数の定めのない設備については、次の事項に留意し、それぞれの設備の

持つ機能を十分に発揮し得る適当な広さ又は数を確保するよう配慮するものとする。 

① 浴室 

浴室は、居室のある階ごとに設けることが望ましい。浴槽についても、自立を促しやす

い個別浴槽等が望ましい。 

② 洗面設備 

洗面設備は、居室ごとに設けることが望ましい。ただし、共同生活室ごとに適当数設け

ることとしても差し支えない。この場合にあっては、居室からの動線を可能な限り短くす

るよう、共同生活室内の一か所に集中して設けるのではなく、二か所以上に分散して設け

ることが望ましい。また、設置数についても、利用者個々の食事時間や起床時間などの生

活リズムはある程度同じであること考慮すると、３居室に１つ以上設置することが望まし

い。なお、居室ごとに設ける方式と、共同生活室ごとに設ける方式とを混在させても差し

支えない。 

また、洗面設備について、１つ以上は、車いすでの使用に対応したものが望ましい。 
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③ 便所 

便所は、居室ごとに設けることが望ましい。ただし、共同生活室ごとに適当数設けるこ

ととしても差し支えない。この場合にあっては、居室からの動線を可能な限り短くするよ

う、共同生活室内の一か所に集中して設けるのではなく、二か所以上に分散して設けるこ

とが望ましい。また、設置数についても、利用者個々の食事時間や起床時間などの生活リ

ズムはある程度同じであること考慮すると、３居室に１つ以上設置することが望ましい。

なお、居室ごとに設ける方式と、共同生活室ごとに設ける方式とを混在させても差し支え

ない。 

また、便所について、１つ以上は、車いすでの使用に対応したものが望ましい。 

ただし、附則において、現に指定を受けている事業所にあっては、この規定を適用しない

旨を規定している。 

(2) 社会生活上の便宜の提供等に規定する成年後見制度の活用（条例第９８条第４項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(1)を参

照のこと。 

(3) 運営規程（条例第１００条） 

運営規程に定める項目に「事故発生時における対応方法」、「苦情及び相談の受付及び対

応に関すること」、「身体的拘束等を行う際の手続きに関すること」及び「個人情報の保護

（秘密保持）に関すること」を追加する。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるので一の１の(2)を参

照のこと。 

(4) 非常災害対策（条例第１０２条第１項・第２項） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の３の(4)を参照のこと。 

(5) 記録の整備に規定する保存年限（条例第１０７条第２項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(4)を参

照のこと。 

また、基準省令解釈通知第三の四の４の(5)の③、(6)の②、(9)の③、(18)の②、(20)に

おいて準用する第三の一の４の(11)の②、(25)の②及び(27)の「２年間」は、条例の規定に

従い、「５年間」とする。 

(6) 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修（条例第１０８条において準用する第

７４条） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(3)を参

照のこと。 

(7) 衛生管理等に規定する措置（条例第１０８条において準用する第７７条） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の３の(5)を参照のこと。 

５ 認知症対応型共同生活介護 

(1) 設備及び備品等に規定する洗面設備及び便所（条例第１１３条第２項、第６項、第７項及

び第８項） 

小規模多機能型居宅介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の４の(1)を参照のこと。 

また、附則において、現に指定を受けている事業所にあっては、この規定を適用しない旨

を規定している。 

(2) 社会生活上の便宜の提供等に規定する成年後見制度の活用（条例第１２０条第４項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(1)を参
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照のこと。 

(3) 運営規程（条例第１２２条） 

運営規程に定める項目に「入居及び退去に係る手続き」、「緊急時及び事故発生時におけ

る対応方法」、「苦情及び相談の受付及び対応に関すること」、「身体的拘束等を行う際の

手続きに関すること」及び「個人情報の保護（秘密保持）に関すること」を追加する。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるので一の１の(2)を参

照のこと。 

(4) 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修（条例第１２３条第４項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(3)を参

照のこと。 

(5) 記録の整備に規定する保存年限（条例第１２７条第２項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(4)を参

照のこと。 

また、基準省令解釈通知第三の五の４の(2)の②、(4)の③、(5)の③、（12）において準

用する第三の一の４の(25)の②、(27)及び第三の四の４の(18)の②の「２年間」は、条例の

規定に従い、「５年間」とする。 

(6) 衛生管理等に規定する措置（条例第１２８条により準用する第７７条） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の３の(5)を参照のこと。 

(7) 非常災害対策（条例第１２８条により準用する第１０２条） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の３の(4)を参照のこと。 

６ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

(1) 設備に関する基準に規定する洗面設備（条例第１３２条第４項） 

利用者が入居して生活する地域密着型特定施設生活介護事業所について、利用者の処遇向

上のため、洗面設備を明記するとともに、高齢者の使用に適したものを設置するよう求める

ものである。 

ただし、附則において、現に指定を受けている事業所（施設）にあっては、この規定を適

用しない旨を規定している。 

なお、洗面設備の仕様については、小規模多機能型居宅介護の場合と基本的に同趣旨であ

るため一の４の(1)の②を参照のこと。 

(2) 社会生活上の便宜の提供等に規定する成年後見制度の活用（条例第１４３条第２項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(1)を参

照のこと。 

(3) 運営規程（条例第１４５条） 

運営規程に定める項目に「入居及び退去に係る手続き」、「事故発生時における対応方法」、

「苦情及び相談の受付及び対応に関すること」、「身体的拘束等を行う際の手続きに関する

こと」及び「個人情報の保護（秘密保持）に関すること」を追加する。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるので一の１の(2)を参

照のこと。 

(4) 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修（条例第１４６条第５項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(3)を参

照のこと。 

(5) 記録の整備に規定する保存年限（条例第１４８条第２項） 
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定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(4)を参

照のこと。 

基準省令解釈通知第三の六の３の(4)の②、(6)、(7)、（12）の⑤、(14)において準用す

る第三の一の４の(25)の②、(27) 及び第三の四の４の(18)の②の「２年間」は、条例の規定

に従い、「５年間」とする。 

(6) 非常災害対策（条例第１４９条により準用する第７６条） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の３の(4)を参照のこと。 

(7) 衛生管理等に規定する措置（条例第１４９条により準用する第７７条） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の３の(5)を参照のこと。 

７ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

（ユニット型地域密着型介護老人福祉施設を含む。） 

(1) 食事に規定する地産地消（条例第１６０条第２項、第１８４条第２項） 

食の安全の確保や地場産品の消費拡大の視点から、可能な限り地元で採れる旬の食材を活

用し、季節感のある食事や季節毎の地域の行事に応じた食事の提供をすることで、利用者へ

のサービスの質の向上に努めることを求めるものである。 

(2) 社会生活上の便宜の提供等に規定するレクリエーション（条例第１６２条第１項） 

充実した日常生活につながるよう、入所者からの要望を考慮して、個々の嗜好に応じた趣

味、教養又は娯楽に係る活動を幅広く行えるように配慮することを求めるものである。 

(3) 社会生活上の便宜の提供等に規定する成年後見制度の活用（条例第１６２条第５項、第１

８５条第５項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(1)を参

照のこと。 

(4) 運営規程（条例第１６８条、第１８６条） 

運営規程に定める項目に「入所及び退所に係る手続き」、「緊急時及び事故発生時におけ

る対応方法」、「苦情及び相談の受付及び対応に関すること」、「身体的拘束等を行う際の

手続きに関すること」及び「個人情報の保護（秘密保持）に関すること」を追加する。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるので一の１の(2)を参

照のこと。 

(5) 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修（条例第１６９条第４項、第１８７条

第５項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(3)を参

照のこと。 

(6) 記録の整備に規定する保存年限（条例第１７６条第２項、第１８９条により準用する第１

７６条） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(4)を参

照のこと。 

また、基準省令解釈通知第三の七の４の(2)、(4)の②、(5)の⑧、（22）において準用す

る第三の一の４の(25)の②、第三の四の４の(18)の②、第三の七の５の(10)において準用す

る第三の一の４の(25)の②、第三の四の４の(18)の②、第三の七の４の(2)及び(5)の⑧の「２

年間」は、条例の規定に従い、「５年間」とする。 

 (7) 非常災害対策（条例第１７７条により準用する第７６条、第１８９条により準用する第７

６条） 
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認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の３の(4)を参照のこと。 

８ 複合型サービス 

(1) 設備及び備品等に規定する洗面設備及び便所（条例第１９５条第１項及び第２項） 

小規模多機能型居宅介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の４の(1)を参照のこと。 

また、附則において、現に指定を受けている事業所にあっては、この規定を適用しない旨

を規定している。 

(2) 記録の整備に規定する保存年限（条例第２０１条第２項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(4)を参

照のこと。 

また、基準省令解釈通知第三の八の４の(2)の③、(4)の④、（7）において準用する第三

の一の４の(11)の②、(25)の②、(27)及び第三の四の４の(6)の②の「２年間」は、条例の規

定に従い、「５年間」とする。 

(3) 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修（条例第２０２条において準用する第

７４条） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(3)を参

照のこと。 

(4) 衛生管理等に規定する措置（条例第２０２条において準用する第７７条） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の３の(5)を参照のこと。 

(5) 社会生活上の便宜の提供等に規定する成年後見制度の活用（条例第２０２条において準用

する第９８条） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(1)を参

照のこと。 

(6) 運営規程（条例第２０２条において準用する第１００条） 

小規模多機能型居宅介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の４の(3)を参照のこと。 

(7) 非常災害対策（条例第２０２条において準用する第１０２条） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の３の(4)を参照のこと。 

二 地域密着型介護予防サービス 

１ 介護予防認知症対応型通所介護 

 (1) 運営規程（予防条例第２７条） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるので一の３の(2)を参照のこと。 

(2) 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修（予防条例第２８条第４項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(3)を参

照のこと。 

(3) 非常災害対策（予防条例第３０条第１項及び第２項） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるので一の３の(4)を参照のこと。 

なお、平成２６年３月３１日までは、従前のとおりとする経過措置を設ける。 

(4) 衛生管理等に規定する措置（予防条例第３１条第２項） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるので一の３の(5)を参照のこと。 

(5) 記録の整備に規定する保存年限（予防条例第４０条） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(4)を参

照のこと。 

また、基準省令解釈通知第四の三の１の(2)の③の「２年間」は、条例の規定に従い、「５
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年間」とする。 

(6) 具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用（予防条例第４２条第２項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(1)を参

照のこと。 

２ 介護予防小規模多機能型居宅介護 

(1) 設備及び備品等に規定する洗面設備及び便所（予防条例第４８条第１項及び第２項） 

小規模多機能型居宅介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の４の(1)を参照のこと。 

(2) 運営規程（予防条例第５７条） 

小規模多機能型居宅介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の４の(3)を参照のこと。 

(3) 非常災害対策（予防条例第５９条第１項及び第２項） 

小規模多機能型居宅介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の４の(4)を参照のこと。 

(4) 記録の整備に規定する保存年限（予防条例第６４条第２項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(4)を参

照のこと。 

また、基準省令解釈通知第四の三の２の(2)の③の「２年間」は、条例の規定に従い、「５

年間」とする。 

(5) 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修（予防条例第６５条において準用する

第２８条） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(3)を参

照のこと。 

(6) 衛生管理等に規定する措置（予防条例第６５条において準用する第３１条） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の３の(5)を参照のこと。 

(7)  社会生活上の便宜の提供等に規定する成年後見制度の活用（予防条例第６９条第４項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(1)を参

照のこと。 

３ 介護予防認知症対応型共同生活介護 

(1) 設備及び備品等に規定する洗面設備及び便所（予防条例第７４条第２項、第６項、第７項

及び第８項） 

認知症対応型共同生活介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の５の(1)を参照のこと。 

(2) 運営規程（予防条例第８０条） 

認知症対応型共同生活介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の５の(2)を参照のこと。 

(3) 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修（予防条例第８１条第４項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(3)を参

照のこと。 

(4) 記録の整備に規定する保存年限（予防条例第８５条第２項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(4)を参

照のこと。 

また、基準省令解釈通知第四の三の３の(2)の③の「２年間」は、条例の規定に従い、「５

年間」とする。 

 (5) 衛生管理等に規定する措置（予防条例第８６条により準用する第３１条） 

認知症対応型通所介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の３の(5)を参照のこと。 

(6) 非常災害対策（条例第８６条により準用する第５９条） 
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認知症対応型共同生活介護の場合と基本的に同趣旨であるため一の５の(7)を参照のこと。 

(7) 社会生活上の便宜の提供等に規定する成年後見制度の活用（条例第９０条第４項） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合と基本的に同趣旨であるため一の１の(1)を参

照のこと。 
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別表１ 

区      分 基  準 条  例  区      分 基  準 条  例 

総則 第１条 第１条  定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

第３条の３８ 第４０条 

 
第２条 第２条  第３条の３９ 第４１条 

 
第３条 第３条   第３条の４０ 第４２条 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

第３条の２ 第４条   第３条の４１ 第４３条 

第３条の３ 第５条   第３条の４２ 第４４条 

第３条の４ 第６条  夜間対応型訪問介護 第４条 第４５条 

第３条の５ 第７条   第５条 第４６条 

第３条の６ 第８条   第６条 第４７条 

第３条の７ 第９条   第７条 第４８条 

第３条の８ 第１０条   第８条 第４９条 

第３条の９ 第１１条   第９条 第５０条 

第３条の１０ 第１２条   第１０条 第５１条 

第３条の１１ 第１３条   第１１条 第５２条 

第３条の１２ 第１４条   第１２条 第５３条 

 
第３条の１３ 第１５条   第１３条 第５４条 

 
第３条の１４ 第１６条   第１４条 第５５条 

 
第３条の１５ 第１７条   第１５条 第５６条 

 
第３条の１６ 第１８条   第１６条 第５７条 

 
第３条の１７ 第１９条   第１７条 第５８条 

 
第３条の１８ 第２０条   第１８条 第５９条 

 
第３条の１９ 第２１条  認知症対応型通所介護 第４１条 第６０条 

 
第３条の２０ 第２２条   第４２条 第６１条 

 
第３条の２１ 第２３条   第４３条 第６２条 

 
第３条の２２ 第２４条   第４４条 第６３条 

 
第３条の２３ 第２５条   第４５条 第６４条 

 
第３条の２４ 第２６条   第４６条 第６５条 

 
第３条の２５ 第２７条   第４７条 第６６条 

 
第３条の２６ 第２８条   第４８条 第６７条 

 
第３条の２７ 第２９条   第４９条 第６８条 

 
第３条の２８ 第３０条   第５０条 第６９条 

 
第３条の２９ 第３１条   第５１条 第７０条 

 
第３条の３０ 第３２条   第５２条 第７１条 

 
第３条の３１ 第３３条   第５３条 第７２条 

 
第３条の３２ 第３４条   第５４条 第７３条 

 
第３条の３３ 第３５条   第５５条 第７４条 

 
第３条の３４ 第３６条   第５６条 第７５条 

 
第３条の３５ 第３７条   第５７条 第７６条 

 
第３条の３６ 第３８条   第５８条 第７７条 

 
第３条の３７ 第３９条   第５９条 第７８条 
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区      分 基  準 条  例 
 

区      分 基  準 条  例 

認知症対応型通所介護 第６０条 第７９条 認知症対応型共同生活

介護 

第９９条 第１１９条 

 
第６１条 第８０条  第１００条 第１２０条 

小規模多機能型居宅 

介護 

第６２条 第８１条   第１０１条 第１２１条 

第６３条 第８２条   第１０２条 第１２２条 

 
第６４条 第８３条   第１０３条 第１２３条 

 
第６５条 第８４条   第１０４条 第１２４条 

 
第６６条 第８５条   第１０５条 第１２５条 

 
第６７条 第８６条   第１０６条 第１２６条 

 
第６８条 第８７条   第１０７条 第１２７条 

 
第６９条 第８８条   第１０８条 第１２８条 

 
第７０条 第８９条  地域密着型特定施設 

入居者生活介護 

 

 

第１０９条 第１２９条 

 
第７１条 第９０条  第１１０条 第１３０条 

 
第７２条 第９１条  第１１１条 第１３１条 

 
第７３条 第９２条  第１１２条 第１３２条 

 
第７４条 第９３条   第１１３条 第１３３条 

 
第７５条 第９４条   第１１４条 第１３４条 

 
第７６条 第９５条   第１１５条 第１３５条 

 
第７７条 第９６条   第１１６条 第１３６条 

 
第７８条 第９７条   第１１７条 第１３７条 

 
第７９条 第９８条   第１１８条 第１３８条 

 
第８０条 第９９条   第１１９条 第１３９条 

 
第８１条 第１００条   第１２０条 第１４０条 

 
第８２条 第１０１条   第１２１条 第１４１条 

 
第８２条の２ 第１０２条   第１２２条 第１４２条 

 
第８３条 第１０３条   第１２３条 第１４３条 

 
第８４条 第１０４条   第１２４条 第１４４条 

 
第８５条 第１０５条   第１２５条 第１４５条 

 
第８６条 第１０６条   第１２６条 第１４６条 

 
第８７条 第１０７条   第１２７条 第１４７条 

 
第８８条 第１０８条   第１２８条 第１４８条 

認知症対応型共同生活

介護 

第８９条 第１０９条   第１２９条 第１４９条 

第９０条 第１１０条  地域密着型介護老人 

福祉施設入所者生活 

介護 

 

第１３０条 第１５０条 

第９１条 第１１１条  第１３１条 第１５１条 

 
第９２条 第１１２条  第１３２条 第１５２条 

 
第９３条 第１１３条  第１３３条 第１５３条 

 
第９４条 第１１４条   第１３４条 第１５４条 

 
第９５条 第１１５条   第１３５条 第１５５条 

 
第９６条 第１１６条   第１３６条 第１５６条 

 

第９７条 

第９８条 

第１１７条 

第１１８条 
  

第１３７条 

第１３８条 

第１５７条 

第１５８条 
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区      分 基  準 条  例  区      分 基  準 条  例 

地域密着型介護老人 

福祉施設入所者生活 

介護 

第１３９条 第１５９条  複合型サービス 第１７９条 第１９９条 

第１４０条 第１６０条   第１８０条 第２００条 

第１４１条 第１６１条   第１８１条 第２０１条 

 
第１４２条 第１６２条   第１８２条 第２０２条 

 
第１４３条 第１６３条     

 
第１４４条 第１６４条     

 
第１４５条 第１６５条     

 
第１４６条 第１６６条     

 
第１４７条 第１６７条     

 
第１４８条 第１６８条     

 
第１４９条 第１６９条     

 
第１５０条 第１７０条     

 
第１５１条 第１７１条     

 
第１５２条 第１７２条     

 
第１５３条 第１７３条     

 
第１５４条 第１７４条     

 
第１５５条 第１７５条     

 
第１５６条 第１７６条     

 
第１５７条 第１７７条     

 
第１５８条 第１７８条     

 
第１５９条 第１７９条     

 
第１６０条 第１８０条     

 
第１６１条 第１８１条     

 
第１６２条 第１８２条     

 
第１６３条 第１８３条     

 
第１６４条 第１８４条     

 
第１６５条 第１８５条     

 
第１６６条 第１８６条     

 
第１６７条 第１８７条     

 
第１６８条 第１８８条     

 
第１６９条 第１８９条     

複合型サービス 第１７０条 第１９０条     

 
第１７１条 第１９１条     

 
第１７２条 第１９２条     

 
第１７３条 第１９３条     

 
第１７４条 第１９４条     

 
第１７５条 第１９５条     

 
第１７６条 第１９６条     

 
第１７７条 第１９７条     

 
第１７８条 第１９８条     
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別表２ 

区      分 予防基準 予防条例  区      分 予防基準 予防条例 

総則 第１条 第１条  介護予防認知症対応型

通所介護 

第４０条 第４０条 

 
第２条 第２条  第４１条 第４１条 

 
第３条 第３条   第４２条 第４２条 

介護予防認知症対応型

通所介護 

第４条 第４条  介護予防小規模多機能

型居宅介護 

第４３条 第４３条 

第５条 第５条  第４４条 第４４条 

 
第６条 第６条   第４５条 第４５条 

 
第７条 第７条   第４６条 第４６条 

 
第８条 第８条   第４７条 第４７条 

 
第９条 第９条   第４８条 第４８条 

 
第１０条 第１０条   第４９条 第４９条 

 
第１１条 第１１条   第５０条 第５０条 

 
第１２条 第１２条   第５１条 第５１条 

 
第１３条 第１３条   第５２条 第５２条 

 
第１４条 第１４条   第５３条 第５３条 

 
第１５条 第１５条   第５４条 第５４条 

 
第１６条 第１６条   第５５条 第５５条 

 
第１７条 第１７条   第５６条 第５６条 

 
第１８条 第１８条   第５７条 第５７条 

 
第１９条 第１９条   第５８条 第５８条 

 
第２０条 第２０条   第５８条の２ 第５９条 

 
第２１条 第２１条   第５９条 第６０条 

 
第２２条 第２２条   第６０条 第６１条 

 
第２３条 第２３条   第６１条 第６２条 

 
第２４条 第２４条   第６２条 第６３条 

 
第２５条 第２５条   第６３条 第６４条 

 
第２６条 第２６条   第６４条 第６５条 

 
第２７条 第２７条   第６５条 第６６条 

 
第２８条 第２８条   第６６条 第６７条 

 
第２９条 第２９条   第６７条 第６８条 

 
第３０条 第３０条   第６８条 第６９条 

 
第３１条 第３１条  介護予防認知症対応型

共同生活介護 

第６９条 第７０条 

 
第３２条 第３２条  第７０条 第７１条 

 
第３３条 第３３条  

 
第７１条 第７２条 

 
第３４条 第３４条  第７２条 第７３条 

 
第３５条 第３５条   第７３条 第７４条 

 
第３６条 第３６条   第７４条 第７５条 

 
第３７条 第３７条   第７５条 第７６条 

 
第３８条 第３８条   第７６条 第７７条 

 
第３９条 第３９条   第７７条 第７８条 
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区      分 予防基準 予防条例 

介護予防認知症対応型

共同生活介護 

第７８条 第７９条 

第７９条 第８０条 

 
第８０条 第８１条 

 
第８１条 第８２条 

 
第８２条 第８３条 

 
第８３条 第８４条 

 
第８４条 第８５条 

 
第８５条 第８６条 

 
第８６条 第８７条 

 
第８７条 第８８条 

 
第８８条 第８９条 

 
第８９条 第９０条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


